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開    会 

 

○笹瀬会長 それでは、ただいまから電波監理審議会を行います。 

 本日の９月期の会議につきましては、委員各位のスケジュールの状況を踏ま

えまして、電波監理審議会決定第６号第５項のただし書に基づきまして、委員

全員がウェブで開催とさせていただきました。 

 本日の議題は、お手元の資料のとおり、報告事項４件となっております。 

 それでは、最初に審議に先立ちまして、先月の８月期の定例会議で議決いた

しましたとおり、鹿島前審理官の任期満了に伴い、新たに三村審理官が着任さ

れておられますので、一言御挨拶よろしくお願いします。 

○三村審理官 鹿島審理官の後任に任命させていただきました三村と申します。

どうぞよろしくお願いいたします。 

 私、裁判官を２９年ほど務めまして、昨年退官し、弁護士になって１年半ぐ

らいになっております。まだまだ電波監理審議会のこと、全く右も左も分かり

ませんので、よろしく御教導くださいますよう、お願い申し上げます。 

 冒頭の御挨拶ありがとうございました。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。よろしくお願いいたします。 

○三村審理官 よろしくお願いいたします。 

○笹瀬会長 それでは、議事を開始いたしますので、まず、総合通信基盤局の

職員の方に入室するよう、御連絡よろしくお願いします。 

 

（総合通信基盤局職員入室） 

 

 



-2- 

報告事項（総合通信基盤局） 

 

（１）４.９ＧＨｚ帯における第５世代移動通信システムの普及のための特定

基地局の開設計画に係る認定申請の受付開始 

（２）令和６年度携帯電話及び全国ＢＷＡに係る電波の利用状況調査の調査結

果 

 

○笹瀬会長 それでは、議事を開始いたします。まず１つ目、報告事項、４.９

ＧＨｚ帯における第５世代移動通信システムの普及のための特定基地局の開設

計画に係る認定申請の受付開始につきまして、それからもう１点の報告、令和

６年度の携帯電話及び全国ＢＷＡに係る電波の利用状況調査の調査結果につき

まして、両方まとめて佐藤移動通信企画官から御説明よろしくお願いいたしま

す。 

○佐藤移動通信企画官 移動通信課の佐藤でございます。それでは、私のほう

から報告事項を２件続けて御説明をさせていただきます。 

 まず、１件目でございます。４.９ＧＨｚ帯における５Ｇ普及のための特定基

地局の開設計画に係る認定申請の受付開始についてでございます。 

 ２ページ目は、今回の４.９ＧＨｚ帯の割当ての概要になります。既にこれま

での審議会で御説明をしておりますので、説明は割愛させていただければと思

います。 

 ３ページ目になります。スケジュールと今後の手続の流れになります。前回

の審議会におきまして、開設指針について諮問・答申をいただきまして、９月

３０日本日、同指針の告示を制定し、同日から開設計画の申請受付を開始した

ところでございます。受付期間は１０月３０日までの１か月間になります。そ

の後、絶対審査、さらに複数申請があった場合には競願ということになります
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ので、比較審査を実施した上で本審議会に諮問をし、答申をいただいた場合に

は総務大臣が認定を行うという流れになっております。 

 ４ページ目以降は、審査基準、報道発表資料になりまして、こちらについて

は既に御説明した内容と重複する部分もございますので、こちらも説明は割愛

をさせていただければと思います。 

 本件については、御説明は以上になります。 

 続きまして、同じく報告事項ということで、資料に基づきまして、令和６年

度携帯電話及び全国ＢＷＡに係る電波の利用状況調査の調査結果について御説

明をさせていただきます。資料につきましては、概要版と本体資料を御用意し

ておりますが、ここでは概要版を使ってポイントを絞って御説明をしたいと思

います。 

 ２ページ目になります。電波の利用状況調査の概要になります。こちらは御

案内のとおりかと思いますけれども、電波の利用状況調査は、電波法に基づき

まして総務大臣が区分ごとに調査を行い、調査結果を電波監理審議会に報告す

るとともに、その概要を公表するものとされております。今回は、この資料中、

中央の破線で囲まれた部分のうち、左側の電気通信業務用基地局である携帯電

話と、全国ＢＷＡを対象に調査を実施したものになります。これは毎年実施し

ているものになります。この調査結果を踏まえて、評価案について、電波監理

審議会において御検討いただくこととなっております。 

 ３ページ目になります。こちらが有効利用評価方針の概要になります。今回

の御報告対象は、電気通信業務用基地局に係る評価のための調査になります。

認定が満了した周波数帯と、認定の有効期間中の周波数帯、主に大きく２つに

カテゴリーを分けまして、それぞれ実績と進捗について評価方針に基づいて評

価いただくということになっております。 

 ４ページ目になります。こちらが有効利用評価方針に基づく周波数帯のカテ
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ゴリーになります。今回は、先ほど御説明をしました２つのカテゴリーのほか、

年度途中に認定の有効期間が満了する周波数帯もありますので、この周波数帯

については、両方の評価方針に基づいて評価いただくこととなっています。 

 ５ページ目になります。移動通信システム用周波数の割当て状況になります。

携帯電話事業者と全国ＢＷＡ事業者の計７者に周波数の割当てを実施しており

ます。各者に割り当てられた周波数については下の表のとおりでございまして、

直近では昨年１０月に、楽天モバイルに対して７００ＭＨｚ帯の割当てを実施

しております。 

 ６ページ目以降が、実際の調査結果の内容になります。まず、６ページ目は、

基地局数の調査結果でございまして、今年度３月末時点の結果になります。基

地局数全体では約１３１万局になりまして、前年度から約１０万局近く増えて

おります。引き続き増加傾向にあるということでございます。そのうち５Ｇは

２６.３万局となりまして、前年度から９.３万局増えており、特にＳｕｂ６帯

である３.７ＧＨｚ帯から４.５ＧＨｚ帯の基地局の増加が寄与しているという

状況でございます。 

 ４ＧとＢＷＡの基地局数はほぼ横ばいでございまして、３Ｇについては、後

ほど移行計画について御説明をいたしますが、一部の事業者においてサービス

終了をしたことなどを背景に、基地局数は引き続き減少傾向にあるという状況

でございます。 

 次のページになります。こちらが周波数帯ごとの人口カバー率の調査結果に

なります。特にＳｕｂ６帯である３.７ＧＨｚ帯の伸びが大きいという状況で

ございます。 

 次のページになります。こちらがインフラシェアリングの調査結果になりま

す。事業者ごとに違いがありますが、全体としてインフラシェアリングを行っ

ている５Ｇ基地数は大きく増加しているという状況でございます。 
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 ９ページ目になります。データトラフィックの調査結果になります。今年３

月の１か月間を集計した数字でございます。全体として、引き続き増加をして

おりまして、特に５Ｇ、Ｓｕｂ６帯のトラフィックの伸びが大きいという状況

でございます。ただ一方で、ミリ波帯につきましては低い水準にとどまってい

るという状況にございます。 

 １０ページ目になります。いわゆるＳＡ（スタンドアローン方式）対応の５

Ｇ基地局数の調査結果になります。引き続き、増加しているという状況でござ

いまして、このようにＳＡのインフラとしては順調に拡大しておりますが、Ｓ

Ａについては、御案内のとおり現時点では、技術的にはメリデメが存在してお

りまして、各事業者においては、慎重にサービス展開を行っているという状況

と認識しております。したがって、ＳＡが実際に利活用されているかどうかに

ついては、各事業者におけるＳＡの取組状況、ＳＡに対応した端末の普及状況

など、総合的に確認していく必要があると考えております。 

 １１ページ目になります。こちらが３Ｇサービス終了に伴う周波数移行計画

の調査結果になります。この調査は、前回の有効利用評価結果におきまして、

３Ｇサービス終了後の期間における３Ｇの評価については、移行には一定の期

間が必要であることから、総務省において移行計画の提出を求め、当該移行計

画の調査結果に基づき評価を行うという方針が示されたことを踏まえて実施し

たものでございます。今般、３Ｇサービスを既に終了したＫＤＤＩから８００

ＭＨｚ帯、同じくソフトバンクから９００ＭＨｚ帯と２ＧＨｚ帯の移行計画の

提出がございました。いずれの周波数帯も移行先の通信規格は４Ｇとしており

まして、ＫＤＤＩにつきましては、令和１０年度までの向こう５年間で人口カ

バー率８０％以上、ソフトバンクについては、同じく人口カバー率９５パーセ

ント、９６％以上とすることを目標としております。詳細な計画につきまして

は、本体資料を御参照いただければと思いますが、周波数帯ごとに掲載場所が
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異なっておりますので、それぞれの周波数帯ごとに御覧いただければと思って

おります。 

 御説明は以上になります。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、御質問、御意見等ございますでしょうか。 

 まず、私から１点お聞きしてよろしいでしょうか。この結果を見ると、特に

２８ＧＨｚ帯に関しては、基地局は徐々に打っているにもかかわらず、まだト

ラフィックは大して多くないという理解でよろしいでしょうか。 

○佐藤移動通信企画官 御質問ありがとうございます。まさに会長御指摘のと

おりでございまして、ミリ波帯の基地局数は順調に増えているという状況でご

ざいますが、トラフィックにつきましては、まず、事業者としてはＳｕｂ６帯、

低い周波数帯のほうから処理していくというような方針ということもある他、

ミリ波帯につきましては、ユースケースや端末の普及といった課題もあること

から、トラフィックが現時点で伸び悩んでいるという状況にあると認識してい

るというところでございます。 

 以上です。 

○笹瀬会長 分かりました。実際これ、各キャリアにお伺いするときに、ミリ

波をどう使っているのかが見えるような、そのようなデータを出していただく

とありがたいかなと思います。これだけ見ると、トラフィックだけしか見えな

いので、そうすると全く使ってないように見えてしまうので、ユースケースを

どう使っているのかに関して、何か明瞭な尺度というんですかね、そういうデ

ータがあるとありがたいと思います。これは後で部会のほうでそういうヒアリ

ングとかやった場合に多分重要になってくると思いますので、よろしくお願い

します。 

○佐藤移動通信企画官 ありがとうございます。１１月に、有効利用評価部会
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のほうで事業者ヒアリングがあると認識しておりますので、その中で御確認い

ただくとともに、総務省のほうでもミリ波につきましては、先日の有識者会議

におきまして、ミリ波帯の整備目標を策定したところでございますが、その中

で、併せてミリ波活用レポートというのを事業者のほうに提出を求めるという

ことになっておりまして、具体的にどのように事業者がミリ波を活用していく

のかというところも、総務省としてもしっかりフォローしていきたいと考えて

いるところでございます。 

○笹瀬会長 分かりました。どうもありがとうございます。 

 それでは、御質問、御意見をお伺いします。大久保会長代理、いかがでしょ

うか。 

○大久保代理 大久保です。御説明ありがとうございました。質問等は特にご

ざいませんが、やはりこの４.９ＧＨｚ帯の周波数割当てに関しては、世の中の

注目もかなり高いと思いますので、これまで同様、引き続き丁寧な手続で進め

ていただきたいと思います。 

 以上です。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、長田委員、いかがでしょうか。 

○長田委員 長田です。ありがとうございました。特に質問はございません。

順調に進めていただければと思っています。 

 以上です。 

○笹瀬会長 ありがとうございます。 

 林委員、いかがでしょうか。 

○林委員 報告資料の１について、参考までに教えてください。本日、開設指

針に係る告示が制定され、報道発表があったということでございますけれども、

そこに書かれてある終了促進措置における認定開設者が負担する費用項目の考
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え方について、参考までにお教えいただければと思います。 

 先ほどは前回と同様ということで説明自体が割愛されたということですが、

私前回聞き忘れたかもしれないので、ちょっと今回、制定が今日だということ

ですのでお聞きしたいんですけれども、認定開設者が負担すべき費用項目が絶

対審査基準として開設指針の告示の第５項に定められているわけですけれども、

これについて、私は留意すべき事項があると思っていまして、それは何かとい

いますと、負担すべき費用項目というのは、あくまで既存無線局が移行先の周

波数で運用を開始するために、真に必要かつ合理的なものであるということで

あります。と申しますのも、開設指針に規定する費用項目というのは、実質的

には認定開設者が負う義務の範囲を示すものでありますので、その範囲は単に

既存無線局の周波数移行の円滑化に資するというだけじゃなくて、認定開設者

にとっても合理性が求められるという性質のものでなければならないというふ

うに思っています。 

 ですので、費用負担の範囲というのが、無線局の周波数移行に直接必要な範

囲とすることが妥当だというふうに思うんですけれども、そういう意味では既

存無線局が移行先の周波数において現状の機能を維持して運用を開始するため

必要かつ合理的な範囲に限定すべきだということだと思います。これは以前か

らこういう考え方になっていると思うんですけれども、今回の告示案とそれを

基にした今後の運用というのは、その辺りどういう線引きがなされるのかにつ

いて、まずお聞きできればと思います。 

○佐藤移動通信企画官 御質問ありがとうございます。御指摘の移行費用の考

え方につきましては、先日、総務省のほうでもホームページのほうにアップロ

ードさせていただきました開設計画の認定申請マニュアルにおいて、その考え

方をお示ししているところでございます。 

 これにつきまして改めて御説明をさせていただきますと、先ほど林先生のほ
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うからも御指摘をいただきましたとおり、合理的な考え方の下でこの費用を算

出する必要があるということでございまして、その考えに基づいて算出させて

いただきました。 

 まず、これも御案内のとおりですが、４.９ＧＨｚ帯につきましては、既存無

線局の移行が必要でございまして、開設指針における審査基準においては、そ

の移行費用として７４０億円と算定しております。この算出方法につきまして

は、まず、総務省において既存の免許人、利用者にアンケートを実施いたしま

して、移行先として検討している代替システムを聞き取りました。この代替取

得システムとしては、無線ＬＡＮ、ローカル５Ｇ、衛星回線等がございます。

これらの代替システムごとに設備の単価、工事の単価を、これはモデル的にな

りますが、算出をしているところでございます。 

 このアンケートの結果に加え、更にモデル的な考え方に基づく単価を基に、

利用者ごとに利用目的、必要なスループット、距離などを勘案した上で、想定

される必要な設備や工事費用などを算出しております。実際のこのマニュアル

においては、具体的な計算例として２つお示しをしているところでございます。 

 最後に、利用者ごとに算出した移行費用を積み上げて、全体の費用を出して

いるという状況でございまして、この考え方につきましては、外部の有識者の

方々からも評価をいただいて、適切であるということで御意見をいただいてお

ります。 

 私からの説明は以上になります。 

○林委員 ありがとうございます。要は移行先の周波数でのシステム運用に必

要な経費で、周波数移行にも直接効果をもたらすということだと思うんですけ

れども、見ていくと、例えば問題となっている無線設備の予備の設備の調達経

費であるとか、あるいはソフトウエアというのはどうなんでしょうか。予備の

設備の調達経費というのは必要な経費に入らないと思うんですけど、ソフトウ
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エア一般についても移行費用の対象とすることはできないと思うんです。ただ

当該無線設備として一体で運用されるような設備、装置とかソフトウエアとい

うようなものは、例えばソフトウエアとか装置を交換しなければ無線設備は機

能しないというような場合は、それを認定開設者が確認すれば、これは移行費

用に含めてもいいんじゃないかと思うんですが、その辺りはどうなるか、細か

く見ていくと結構難しいなと思うんですけれども。 

○佐藤移動通信企画官 御質問ありがとうございます。実際にこのモデル費用

を算出した際には市場調査を実施しておりまして、その中で必要となる費用を

出したということでございます。無線設備の費用の中には御指摘のように、い

わゆるハードの費用に加えて、その設定に必要なソフトウエア等々にかかる費

用も我々としては考慮しているということでございます。 

 また、以前、移行費用を別の周波数帯割当ての際に算出したことがございま

すが、実際にそれを上回ってしまったという前例もありました。そういうこと

も踏まえまして、今回の移行費用を算定するに当たっては、市場調査を行いま

したが、その中でも少し高めの価格のほうを参考に設定をさせていただいたと

いうことでございまして、この心としましては、先ほど申し上げたとおり、オ

ーバーしてしまった事例があることや、あくまで事業者の財務的基礎をしっか

り見るという趣旨もございますので、そういう観点から、このような考え方の

下で算定をさせていただいたというところでございます。 

○林委員 分かりました。余裕を持たせているということですね。了解しまし

た。ありがとうございます。 

○笹瀬会長 よろしいでしょうか。 

 それでは、矢嶋委員、いかがでしょうか。 

○矢嶋委員 私からは特段のコメントはございません。いずれの内容について

も合理的だと考えておりますので、承知いたしました。 



-11- 

○笹瀬会長 どうもありがとうございます。 

 ほかに御質問、御意見ございませんでしょうか。よろしいでしょうか。 

 どうもありがとうございました。それでは、今後は有効利用評価部会におき

まして、評価の検討等よろしくお願いいたします。林部会長におかれましては、

御対応どうぞよろしくお願いいたします。 

 なお、評価案の検討に当たっては、必要に応じて携帯電話事業者等からのヒ

アリングもお願いできればと思います。また、電波監理審議会が有効利用評価

を実施し、公表するまでの間に関しましては、審議内容につきまして慎重に取

り扱う必要があるということから、本報告に関する議事録は評価後に公表させ

ていただきたいと思います。よろしいでしょうか。 

 それでは、以上で２件の報告事項については終了したいと思います。どうも

ありがとうございました。 

○佐藤移動通信企画官 ありがとうございました。 

 

（３）周波数再編アクションプラン（令和６年度版）（案） 

 

○笹瀬会長 続きまして、報告事項に移ります。報告事項、周波数再編アクシ

ョンプラン（令和６年度版）の（案）につきまして、中村電波政策課長から御

報告よろしくお願いいたします。 

○中村電波政策課長 電波政策課長の中村でございます。報告事項（３）とい

うことで、令和６年度版の周波数再編アクションプランの案につきまして御説

明をさせていただきます。概要資料のほうを使いまして、ポイントを絞って御

説明をさせていただきます。 

 表紙をおめくりいただきまして、２ページ目を御覧をいただければというふ

うに思います。総務省におきましては、平成１６年度から毎年、周波数再編ア
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クションプランを策定、公表しているところでございますが、このアクション

プランにつきましては、このページ真ん中の絵のところにございますとおり、

総務省が行います電波の利用状況調査の結果、それから、電波監理審議会のほ

うで行っていただいてございます評価の結果を踏まえて策定をしているもので

ございまして、周波数再編のＰＤＣＡサイクルを構成する一部分という位置づ

けになっているものでございます。 

 具体的な中身ということで、恐縮ですが４ページ目を御覧をいただければと

思います。令和６年度版におけます重点的取組の概要を一覧としてまとめてご

ざいます。令和６年度版の重点的取組は７項目ございます。前年度との比較で

申し上げますと、既にサービスを開始してございます公共安全モバイルシステ

ムについての項目を落としているというところでございます。 

 次ページ以降で、具体的な取組について御説明をさせていただきます。５ペ

ージ目を御覧をいただければと思います。 

 重点的取組の１つ目、５Ｇの普及に向けた周波数確保についてでございます。

このページでは、６ＧＨｚより下の周波数帯の取組についてまとめてございま

す。このページの上のほう、箱の中の２つ目のポツのところですが、これはロ

ーカル５Ｇについてでございます。本年７月に情報通信審議会のほうから、ロ

ーカル５Ｇの海上利用等について一部答申を頂戴しましたことから、本年度中

を目途に、ローカル５Ｇについての制度整備を実施いたします。また、免許手

続の簡素化・迅速化に向けまして、令和７年度内に実験試験局制度の導入を目

指すといったようなことも記載してございます。 

 ３つ目のポツでございますが、４.９ＧＨｚ帯への５Ｇの導入についてでご

ざいます。本年９月の制度整備を踏まえまして、今後、早期の割当てに向けて

所要の手続を進めることとしてございます。 

 ６ページ目御覧をいただければと思います。６ＧＨｚを超える周波数帯につ
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いてでございますが、ここでは２６ＧＨｚ帯、それから４０ＧＨｚ帯に５Ｇを

導入することについて検討を進めてきてございます。２６ＧＨｚ帯の既存のＦ

ＷＡシステム、それから４０ＧＨｚ帯の映像ＦＰＵにつきましては、令和５年

度の電波の利用状況調査の重点調査対象システムというふうにされてございま

して、この調査に係る電波の有効利用の程度の評価におきましては、具体的に

は、例えば２６ＧＨｚ帯ＦＷＡにおいては、既存免許人の意向も考慮しつつ、

２６ＧＨｚ帯ＦＷＡの全体を２２ＧＨｚ帯へ移行する可能性も含めて検討を実

施していくことといったようなことですとか、あるいは２６ＧＨｚ帯ＦＷＡ、

４０ＧＨｚ帯映像ＦＰＵともに、さらなる電波の有効利用に向け、引き続き総

務省において、５Ｇへの割当て及び周波数帯全体の利用方策に係る検討を推進

していくことが適当といったような評価のほうを頂戴したところでございます。 

 これを踏まえまして、アクションプランといたしましては、令和７年春頃を

目途に技術的条件を取りまとめまして、同年秋頃を目途に技術基準を策定する

というようなこと、さらには具体的な周波数ニーズや携帯電話事業者による２

８ＧＨｚ帯の活用状況を勘案しつつ、令和７年度末を目途に条件付オークショ

ンを実施いたしまして、５Ｇに割り当てることを目指すといったようなことを

記載してございます。 

 ７ページ目御覧をいただければと思います。無線ＬＡＮの高度化と周波数拡

張等についてです。こちらにつきましては、電波の有効利用の評価におきまし

て、無線ＬＡＮの技術的条件の検討を早期に開始するとともに、周波数調整を

自動的に行いますＡＦＣシステムの構築や運用等に必要な検討を進めること及

び無線ＬＡＮの周波数の拡張候補帯域のうち、ＷＲＣ－２３におきまして、Ｉ

ＭＴ特定された周波数帯、具体的には７０２５から７１２５ＭＨｚ分について

でございますが、具体的な利用ニーズ等を踏まえ、周波数利用方策の検討を行

うべきといったような評価を頂戴してございます。 
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 これらを踏まえまして、高度化の１つ目の部分でございますが、５ＧＨｚ帯

の無線ＬＡＮが使用している周波数につきまして、他の無線システム等への混

信を防止しつつ、上空におけるさらなる利用拡大を図るための検討を行い、本

年度中を目途に制度整備を行うというふうにしてございます。 

 また、箱の中、３つ目のポツのところですが、６ＧＨｚ帯無線ＬＡＮの屋外

利用及び６.５ＧＨｚ帯、具体的には６４２５から７１２５ＭＨｚ帯でござい

ますが、この屋外利用を含む周波数帯域の拡張に係る検討ということでござい

ます。この技術的条件につきましては、令和７年度中を目途に取りまとめるこ

ととしてございます。取りまとめに当たりましては、既存の無線局等への有害

な干渉を与えないようにするために必要なＡＦＣシステムの在り方、あるいは

その運用方法等の検討を行うというふうにしてございます。 

 ８ページ目御覧をいただければと思います。ドローンによる上空での周波数

利用についてです。 

 箱の中１つ目でございますが、携帯電話等の上空利用についてです。これま

でも周波数分割のいわゆるＦＤＤの携帯電話システムにつきましては、既に上

空利用の制度整備を行ってきたところでございますが、今後、時分割のシステ

ム（ＴＤＤ方式）、これを採用しているような携帯電話ですとかローカル５Ｇに

つきましても上部利用が可能となるよう検討を進めておりまして、早期に結論

が得られたものについては、本年中の取りまとめを目指すというふうにしてご

ざいます。 

 また、３つ目ですが、ＥＴＣなどでも利用してございます５.８ＧＨｚ帯につ

きまして、本年中に特定実験試験局として開設可能な周波数帯等の範囲の公示

を行ってまいるというふうにしてございます。 

 ９ページ目を御覧をいただければと思います。重点的取組の４つ目ですが、

Ｖ２Ｘ（Vehicle to everything）の検討推進についてでございます。このＶ２
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Ｘにつきましては、アメリカ、ヨーロッパそして中国をはじめといたしまして、

国際的に５.９ＧＨｚ帯へ導入する方向で検討が進められてございます。この

ような状況も踏まえまして、昨年８月には総務省の研究会の中間取りまとめに

おきまして、５８９５から５９２５ＭＨｚ、最大３０ＭＨｚ幅を目途に、Ｖ２

Ｘ通信向けの割当てを検討する方向性が取りまとめられています。 

 一方でこの帯域、現在放送事業用ということで割り当てられてございますの

で、今後、既存無線システムの移行方策の検討など、具体的な検討を進めると

ともに、新東名高速道路等におけます実験環境の整備ですとか、導入実用化に

向けた新たな周波数移行・再編スキームの検討等を通じまして、令和８年度中

を目途にＶ２Ｘ通信向けの周波数割当てを行うというふうにしてございます。 

 １０ページ目でございます。非地上系ネットワーク（ＮＴＮ）の高度利用に

ついてです。１つ目でございますが、上空数十キロメートルの高高度に滞留さ

せました無人航空機を基地局といたしまして、地上との間で通信を行うＨＡＰ

Ｓについてでございます。総務省では技術基準の策定を目的といたしまして、

固定系のリンク、移動系のリンク、それから制御操縦のリンクに関する無線シ

ステムにつきまして、他の無線システムとの共用検討等を継続するとともに、

令和７年の大阪・関西万博での飛行実証で、デモを含むような技術試験を進め

まして、ＨＡＰＳに関します技術的条件を令和７年度中を目途に取りまとめる

というふうにしてございます。 

 また、この中２つ目のポツでございますが、これは、高度数百キロメートル

の軌道上にございます非静止衛星、いわゆる衛星コンステレーションとＩＭＴ

特定された周波数帯による携帯電話等々の直接通信、ダイレクト通信について

でございます。この早期の実現に向けまして、国際的な検討状況とも調和を図

りながら、周波数共用を含めた技術的条件等について検討を進めまして、サー

ビスリンクとして２ＧＨｚ帯を使用するもの、具体的にはスターリンクを想定
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してございますが、これにつきましては本年内を目途に制度整備を進めてまい

ります。 

 １１ページ目をお願いいたします。公共業務用周波数の有効利用についてで

ございます。このページの表にまとめてございますような、例えば防災用など

のシステムにつきましては、電波監理審議会において評価をいただいた内容を

踏まえまして、引き続きデジタル化、あるいは廃止、それから他システムへの

移行といったような取組、それを一層進めてまいることとしてございます。 

 １２ページ目を御覧をいただければと思います。Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇの推進

についてです。総務省におきましては、情報通信審議会から、今年の６月にＢ

ｅｙｏｎｄ ５Ｇに向けた情報通信技術戦略の在り方ということで最終答申を

頂戴したところでございますが、これを踏まえまして、今年の８月には、ＡＩ

社会を支える次世代情報通信基盤の実現に向けた戦略ということで、Ｂｅｙｏ

ｎｄ ５Ｇ推進戦略２.０、これを総務省のほうで公表してございます。 

 この中で、１つ目、オール光ネットワーク、２つ目、ＮＴＮ、それから３つ

目、無線アクセスネットワーク、この３分野を我が国の戦略分野というふうに

位置づけてございまして、特に電波に密接に関連する部分といたしまして、Ｎ

ＴＮですとか無線アクセスネットワークについて必要な取組を推進することと

してございます。 

 また、２つ目のポツでございますが、令和７年度に開催されます万博におき

まして、「Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ ｒｅａｄｙ ショーケース」として展示を行いま

して、最先端技術を体感できるような機会を提供することによりまして、Ｂｅ

ｙｏｎｄ ５Ｇに向けた取組を加速化してまいります。 

 １３ページ目でございます。最後に、電波監理審議会のほうで行っていただ

きました電波の有効利用の程度の評価につきまして、アクションプラン本文に

おいて、評価結果を踏まえた対応のほうを記載してございます。これまで御説
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明をさせていただきました部分と重複するところについては割愛をさせていた

だきまして、特に２点ほど御説明をさせていただければと思います。 

 １４ページ目でございます。一番上のＭＣＡ陸上移動通信につきましては、

まず、８００ＭＨｚ帯のＭＣＡ、いわゆるデジタルＭＣＡについては、令和１

１年５月のサービス終了に向けまして、代替可能なシステムへの移行などにつ

いて、ユーザーに対して丁寧な周知・広報に努めるといったようなこと。さら

に８００ＭＨｚ帯ＭＣＡ陸上移動通信の上り回線、それから９００ＭＨｚ帯高

度ＭＣＡ、これに利用されている帯域については、新たな電波利用システムの

導入可能性を含め、周波数の活用方策を検討していくというふうな御評価をい

ただきました。 

 これを踏まえまして、デジタルＭＣＡにつきましては、代替可能なシステム

への移行を促進するとともに、移行により開放される周波数におきまして、新

たな無線システムを早期に導入できるように、新たな無線システムの技術的条

件等につきまして、本年度中を目途に取りまとめるというふうにしてございま

す。 

 また、高度ＭＣＡ、いわゆるＭＣＡアドバンスにつきましては、令和９年３

月末をもってサービスを終了するという発表があったことを踏まえまして、代

替可能なシステムへの移行を促進するとともに、サービス終了後の周波数の活

用方策について検討を進めてまいります。 

 １５ページ目でございます。アマチュア無線につきましては、国際的な電波

の利用動向、新たな電波システムの需要ですとか、アマチュア無線の対応等を

踏まえまして、将来的なアマチュア無線全体の周波数割当ての見直し、それか

ら、さらなる共用の推進に向けた検討をすべきといったような評価を頂戴して

ございます。これを踏まえまして、アマチュア無線全体の周波数割当ての見直

しですとか、共用といったようなことの推進に向けた検討を行うこととしてご
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ざいます。 

 １６ページ目でございますが、これは今年度のアクションプランにおけます

周波数区分の見直しについてです。今年度の電波の利用状況調査の対象が７１

４ＭＨｚ以下となっておりますが、この調査と整合性を図るという観点から、

アクションプランと、それから、調査、評価の周波数区分を見直すこととして

ございます。 

 アクションプランの中身について、御報告は以上でございますが、今後のス

ケジュールを簡単に御紹介をさせていただきますと、お認めをいただきました

ら、審議会終了後、早速明日から１か月間ほど、この案についてのパブリック

コメントのほうを行うという予定で考えているところでございます。 

 駆け足で恐縮でございますが、説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。それでは、御質問、御意見よろ

しくお願いします。 

 まず、私から１点よろしいでしょうか。 

○中村電波政策課長 お願いいたします。 

○笹瀬会長 アクションプランの７項、３ページ目にあるわけですけれども、

その中の４項目、Ｖ２Ｘに関してお伺いしてよろしいでしょうか。 

○中村電波政策課長 はい。 

○笹瀬会長 ページで言うと９ページ目の右に図がありますように、Ｖ２Ｘに

関しては、米国、欧州、中国で全て使う予定をしていて、日本だけ今、放送で

使っているわけですけれども、放送事業に関して、移行先が多分帯域がかなり

必要だと思うので、これについてはかなり具体的な検討はされているんでしょ

うか。これから考えるということでよろしいでしょうか。 

○中村電波政策課長 ありがとうございます。今現在、放送事業が使っている
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移行先については、具体的にはちょっと平行しながらの作業になろうかなとい

うふうに考えておるところでございます。 

○笹瀬会長 そうすると、ここに書いてあるように、中間取りまとめの策定が

行われていて、実際は検討を始めているということで、かなり具体的に近い将

来、こういう周波数が使えるようになる目途が立っているということでよろし

いですか。 

○中村電波政策課長 はい、御指摘のとおりで結構でございます。 

○笹瀬会長 分かりました。どうもありがとうございます。私からは以上です。 

 それでは、大久保会長代理、いかがでしょうか。 

○大久保代理 大久保です。御説明ありがとうございました。私のほうからは、

５Ｇの普及に向けた周波数確保についての意見になります。、令和７年度末を

めどに条件付オークションを実施するという点に関して、我が国で初めての新

しいやり方とお聞きしています。これまでもいろいろ検討を進めてこられたと

お聞きしておりますが、欧米で行われている例を見ても、いろいろ課題もある

と思いますので、これから新しい制度を具体的につくり上げていくときに、ぜ

ひ透明性なり実効性のあるものにしていただきたいと思います。 

 以上です。 

○中村電波政策課長 はい、承知いたしました。 

○笹瀬会長 私からも１点、今、オークションの話が大久保会長代理から出ま

したけれども、これについて本当に初めて行いますので、このオークションに

至った経緯というんですかね、オークションのメリットというか、何を狙って

いるのかを少し説明していただいたほうがありがたい気がします。いかがでし

ょうか。 

○中村電波政策課長 ありがとうございます。オークションの導入については、

まさしく今、いかにこの制度のほう、特に電波法を含めてどういうふうに見直
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しを進めていくのか、それから、具体的な制度設計のほうをどうしていくのか

という議論はこれからというふうになりますが、基本的な考え方としまして、

６ＧＨｚより上の周波数帯、これを携帯電話に使うような場合に、この条件付

オークションを導入するというような方向性が取りまとめられてございまして、

やはり基本的には、こういった高い周波数帯を今後いかに有効に活用していく

のかというふうなこと、この手段として条件付オークションを導入するという

のが１つ大きな目的なのかなというふうに、我々としては考えているところで

ございます。 

○笹瀬会長 分かりました。どうもありがとうございました。要するに、高い

周波数をより使ってもらうようにするためにオークションを導入して、インセ

ンティブを高めるという理解でよろしいですね。 

○中村電波政策課長 はい、おっしゃるとおりでございます。 

○笹瀬会長 分かりました。どうもありがとうございます。 

 それでは、長田委員、いかがでしょうか。 

○長田委員 ありがとうございます。長田です。今のオークションのところは

そうなんだなと思って学ばせていただきました。それ以外特にございません。 

○笹瀬会長 ありがとうございます。 

 林委員、いかがでしょうか。 

○林委員 御説明ありがとうございました。１３ページ以下で、有効利用評価

部会の作業に対して、対応についてもお示しをいただきまして感謝申し上げま

す。 

 そのほか、４ページでしたかね、７つの項目を挙げられているところについ

ても、いずれも時宜を得たものと思いますけれども、そういう意味では非常に

賛同いたすところですが、項目７番のＢｅｙｏｎｄ ５Ｇの推進ということで、

１２ページに書かれてあるところでありますけれども、これも非常に時宜を得
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たところなんですけれども、総務省が出した「デジタル田園都市国家インフラ

整備計画」が去年改定されて、そこでもＢｅｙｏｎｄ ５Ｇの開発等について２

つ挙げられていて、１つは新規事業によって社会実装とか海外展開を強く意識

したプロジェクトを重点的に支援し、今後５年程度で関連技術を確立するとさ

れているところですので、これは既に具体的なスキームが動いているかと思い

ます。 

 もう一つが、国際標準化の推進であるとか国際的なコンセンサスづくり、ル

ールづくりなど、グローバル市場で競争する我が国企業を後押しする環境整備

に努めると、こう書いてあって、このくだりもその志はよしなんですけれども、

具体論はどうなのかということがよく分からないところでありますので、なか

なか国際的なコンセンサスづくり、ルールづくりといっても、各国がしのぎを

削っている中において、これまでも標準化というのは負け続けてきた歴史があ

るわけですので、その辺りの勝ち筋戦略をどういうふうに描いておられるのか

について御教示いただければと思います。 

○中村電波政策課長 ありがとうございます。大変難しい御質問かなというふ

うに思ってございますが、例えば、先ほど３つ、オール光ですとか、ＮＴＮで

すとか、無線アクセスネットワークといったような３つの分野を御紹介させて

いただきましたが、我々のほうに特に深く関係いたします無線アクセスネット

ワークの分野といったような部分につきましては、国際的にはＩＴＵですとか

３ＧＰＰといったようなところで、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇに向けた標準化が行わ

れているところでございます。当然国のほうがしっかりと旗を振っていく必要

があろうかなというふうに思ってございますが、併せてやっぱり民間のほうの

標準化といったような部分についても、きちんと官民連携しながら、同じ方向

を向いたような標準化の戦略ですとか、我が国の強みがあるような分野、特に

高い周波数みたいなところも含めて、我が国が比較的強い分野についての標準
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化をきちんと戦略的に進めていく必要があろうかなというふうに思ってござい

ます。 

 ちょっとなかなか機微な分野でもございますので、ここではざっくりとした

ような御説明で大変恐縮でございますが、きちんと官民で国際標準化のほうを

進めていく必要があろうかなというところでございます。 

○林委員 承知しました。おっしゃったように、今以上により一層産官学の連

携を密にしていただいて、官が旗振れども民とか学が踊らずということになら

ないように、しっかり総務省として先頭を切ってリーダーシップを取っていた

だければ、我が国の国益にとってもありがたいと思いますので、よろしくお願

いいたします。 

○中村電波政策課長 承知いたしました。 

○笹瀬会長 よろしいでしょうか。 

 それでは、矢嶋委員、いかがでしょうか。 

○矢嶋委員 御説明ありがとうございます。私から質問したいのは、Ｖ２Ｘの

検討のところです。令和８年度中を目途に周波数割当てを行うとのことですが、

各国がこの帯域で決めて既に国際的に対応が進んでいる中で、これがスケジュ

ールとして少し遅いということはないのでしょうか。世界的にも似たようなス

ケジュールで進む見込みなのでしょうか。 

 ２点目としまして、放送事業者の移行費用はどのような形で拠出されること

になるのかという点もお聞きしたいと思います。 

 Ｖ２Ｘは、自動車業界とそれに関連する事業者に与える影響はそれなりに大

きいと思っておりますので、世界的な競争に負けることなく、早め早めの戦略

ないしスケジュールが求められるところかなと思いまして質問させていただき

ました。 

○中村電波政策課長 ありがとうございます。まず、御質問いただいた中で、
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既存の放送のシステムの移行に必要な費用のほうを誰が面倒見るのかという部

分につきましては、国のほうできちんと予算の確保をしてございますので、例

えばですが、昨年度の補正予算といったようなところも含めまして、１００億

円のオーダーで予算を確保してございますので、そちらで国のほうで手当てを

していくのかなと考えているところでございます。 

 また、スケジュール感についてでございますが、こちらにございますとおり、

既存システムの引っ越し、きちんとこれを丁寧に進めていく必要があるという

ようなこと。それから、政府全体で新東名高速道路なんかできちんと使い方に

ついての実証実験、こういったようなことも進めていきましょうというような

ことが政府戦略として決まってございますので、こういったようなことを進め

ていくと、令和８年度中という話になってくるのかなというふうに思ってござ

います。 

 諸外国でも、まだ具体的な商用サービスにまでは至っていないと認識をして

ございますので、委員御指摘のとおり、遅れをとることのないように、我々と

しても進めてまいりたいというふうに考えてございます。 

○矢嶋委員 御説明ありがとうございました。理解いたしました。引き続き、

こちらの実現に向けて頑張っていただければと思います。 

○中村電波政策課長 承知いたしました。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。 

 ほかに追加の質問、御意見等ございますでしょうか。よろしいでしょうか。

どうもありがとうございました。 

 それでは、以上で報告事項を終わりたいと思います。どうもありがとうござ

いました。 

 以上で、総合通信基盤局の議事を終了いたします。続いて、情報流通行政局

の議事に入りますので、総合通信基盤局の職員の方は御退室よろしくお願いし



-24- 

ます。また、情報流通行政局の職員の方に入室するよう、御連絡よろしくお願

いします。 

 

（総合通信基盤局職員退室） 

（情報流通行政局職員入室） 

 

（４）令和５年度民間放送事業者の収支状況 

 

○笹瀬会長 それでは、議事を再開いたします。 

 報告事項、令和５年度民間放送事業者の収支状況につきまして、坂入地上放

送課長、岡井衛星・地域放送課長、本橋地域放送推進室長から御説明よろしく

お願いいたします。 

○坂入地上放送課長 地上放送課の坂入でございます。どうぞよろしくお願い

いたします。 

 それでは、令和５年度民間放送事業者の収支状況について御説明いたします。

本資料でございますけれども、地上基幹放送事業者、衛星系放送事業者、有線

テレビジョン放送事業者の３つに分類した上で、それぞれの収支状況を掲載し

ております。私からは、地上基幹放送事業者の収支状況について御説明いたし

ます。 

 資料の２ページを御覧ください。地上基幹放送事業者の収支状況でございま

す。総括表の上段にありますテレビジョン放送事業者を御覧ください。事業者

数は１２７社となっております。内訳でございますが、テレビジョン放送単営

社が９６社、ＡＭ放送・テレビジョン放送兼営社が３１社となっております。 

 全体の売上高は２兆４０１億円、営業損益は７８１億円の黒字、経常損益は

１,１０６億円の黒字、当期損益は８５２億円の黒字でありますが、いずれも前
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年度から減少しております。 

 次に、総括表の中段にございますラジオ放送事業者を御覧ください。事業者

数は６７社となっております。内訳は、ＡＭ放送単営社が１６社、短波放送単

営社が１社、ＦＭ放送単営社が５０社となっております。 

 全体の売上高は１,０３５億円、営業損益は２億円の赤字、経常損益は２７億

円の黒字、当期損益は８億円の黒字となっております。特にＡＭ放送単営社に

ついては、営業損益が７億円の赤字となっておりまして、依然厳しい状況とな

っております。 

 次に、テレビジョン放送事業者及びラジオ放送事業者の合計になります。総

括表の下から３段目の計の欄を御覧ください。テレビ・ラジオ合わせた売上高

ですが、２兆１,４３６億円、営業損益は７８０億円の黒字、経常損益は１,１

３３億円の黒字、当期損益は８６１億円の黒字となっており、いずれも前年度

から減少しております。 

 コミュニティ放送でございます。事業者数３１７社となっており、売上高は

１４６億円、営業損益は３億円の赤字、経常損益は０.２億円の黒字、当期損益

は１億円の赤字となっております。 

 資料の３ページでございます。上段の事業別当期損益の黒字社、赤字社を御

覧ください。この後の説明は、全てコミュニティ放送を除いたものとなってお

ります。 

 テレビ単営社、ＡＭ・短波単営社及びＦＭ単営社につきましては、赤字社の

数が前年度と比べて増加しており、ラ・テ兼営社につきましては、赤字社の数

が前年度と比べて減少となっており、赤字社の合計としては、前年度の４２社

に対して、令和５年度は５２社に増加しております。 

 続きまして、下段の収支状況の推移を御覧ください。売上高及び費用計です

が、平成２９年度以降は減少傾向であり、特に令和元年度、２年度はコロナ禍
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の影響で急速に減少しておりましたが、令和３年度はその反動や、オリ・パラ

等を背景に増加しました。令和４年度以降は、費用については引き続き増加す

る一方、売上高については２年連続で減少となりました。 

 なお、より景気動向を表す指標との比較を行う観点から、統計局が家計調査

を基に発表しております消費支出の実質増減率の推移を追加しております。消

費支出の実質増減率は緑のグラフで表示しておりますけれども、おおむね売上

高の推移と対応しているところでございます。 

 続きまして、４ページ、上段の営業損益、経常損益及び当期損益の推移を御

覧ください。営業損益及び経常損益は、平成２８年度以降は減少傾向に転じて

いた中で、令和３年度は大幅に回復しましたが、令和４年度以降は再び減少と

なっております。 

 下段の売上高営業利益率の事業別推移を御覧ください。売上高営業利益率は、

テレビ全体が３.８％、ＡＭ・短波がマイナス１.３％、ＦＭが０.９％、地上系

全体が３.６％と、いずれも前年度から減少し、全産業の４.６％を下回る結果

となりました。テレビ全体及び地上系全体に関しては、従来全産業の数値を上

回っておりましたが、令和５年度においては下回ることとなっております。 

 次に、資料５ページの売上高、営業損益のキー局等の構成比率の推移を御覧

ください。在京キー局５社、在阪準キー局４社及びその他の社１８５社の別に

よる売上高の構成について、令和５年度では在京キー局は５０.５％、在阪準キ

ー局は１０.９％、その他の社は３８.６％となっており、在京キー局及び在阪

準キー局の９社で全体の６割を超える売上高となっております。 

 営業損益につきましては、在京キー局が６１.９％、在阪キー局が８.６％、

その他の社が２９.５％となっております。 

 ５年前、１０年前との比較では、売上高については、各カテゴリーの構成比

は大きく変化しておりませんが、営業損益の構成比は在京キー局の割合が増加
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する一方で、その他の社の割合が減少しております。業界全体として経済的な

影響を受けるような場合においては、相対的により多くのマイナスの影響がロ

ーカル局に表れるということが見て取れる結果でございます。 

 最後になりますけれども、資料の６ページの媒体別広告費の推移を御覧くだ

さい。株式会社電通が公表している日本の広告費を基に作成したグラフでござ

います。令和５年の日本の総広告費は、推計開始以降過去最高となりました。

コロナ禍からの社会経済活動の回復や、特に社会のデジタル化を背景としたイ

ンターネット広告費の伸長が寄与したと考えられ、対前年比プラス３.０％の

増加となっております。 

 媒体別に見ると、インターネット広告費は３兆３,３３０億円に増加、ラジオ

広告費は１,１３９億円に増加、テレビ地上波広告費は１兆６,０９５億円に減

少となっております。なお、インターネット広告費には、マスコミ４媒体由来

のデジタル広告も含まれているところでございます。 

 地上基幹放送事業者に関する説明は以上でございます。 

○岡井衛星・地域放送課長 続きまして、衛星系放送事業者の収支状況、７ペ

ージ以降で御説明を申し上げます。衛星・地域放送課長の岡井でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。 

 まず、（１）収支状況表のア、総括表を御覧ください。衛星基幹放送と衛星一

般放送に分けて記載をしております。まず、ＢＳ放送や東経１１０度ＣＳ放送

が該当する衛星基幹放送から御説明をいたします。 

 一番上から２行目になりますが、衛星基幹放送の衛星放送事業、こちらを御

覧ください。その行を順番に見てまいりますと、営業収益は約２,８５８億円と

いうことで、前年度比マイナス０.５％、営業費用も減少してはおりますけれど

も、結果といたしまして、営業損益が約１７６億円ということで、前年度比マ

イナス７.１％となっております。総括いたしますと、減収減益という構造でご
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ざいます。 

 ＢＳ放送の内訳を見てまいりますと、その２行下、ＢＳ放送の衛星放送事業

でございますが、こちらは営業収益が約２,０８１億円、プラス０.６％となっ

ておりますけれども、営業費用も増加をしておりまして、最終的に営業損益の

部分では約１４９億円、前年度からマイナス６.４％となっております。トータ

ルで見ますと、増収減益という形となっております。 

 他方、衛星一般放送ですけれども、こちらは真ん中よりやや下の辺りを御覧

いただければと思います。衛星一般放送の衛星放送事業について御説明をいた

します。令和５年度の営業収益が約４５７億円、前年度比でマイナス７.９％、

営業損益につきましても約２４億円、マイナス２４.９％ということで、こちら

も減収減益というふうになっております。 

 一番下の合計の行を御覧ください。衛星放送事業の合計を見てまいりますと、

営業収益は約３,３１５億円、前年度比でマイナス１.６％、営業損益は約２０

０億円、前年度比でマイナス９.７％ということで、全体を見ても減収減益とい

う形でございます。 

 このような結果の背景といたしましては、かなり厳しい競争環境があるとい

うことはもとより、例えば、契約者数の減であるとか、あるいは２年前に新規

参入された事業者の皆様が現在黒字化の途上にあるとか、そういったことが推

測される部分でございます。 

 なお、注１、表のすぐ下の部分にございますように、この収支状況は、令和

６年３月末時点で開局している衛星系放送事業者の結果をまとめたものでござ

います。ＮＨＫや放送大学学園につきましては除外されておりますので、その

点御留意いただければと思います。 

 ８ページにまいりまして、事業別衛星放送事業の黒字社、赤字社という部分

ですけれども、こちらは先ほど申し上げたような背景をベースとしまして、昨
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年度とほとんど変わっていない傾向と見ているところでございます。  次に近

年の推移でございますが、まず、（２）のア、８ページの下にありますＢＳ放送

における営業収益・営業費用・営業損益の経年比較というところですけれども、

令和４年度におきまして、その前年との比較で約３割の営業損益の減少があっ

たということが、一番下の黄緑色のグラフに出ております。令和５年度もその

傾向を引き継いでおりまして、前年度比で減少しておりますが、減少幅は少し

縮小しているといったような状況が見て取れるところでございます。 

 ９ページに移りまして、東経１１０度ＣＳ放送、あるいは衛星一般放送につ

きましては、どちらも少し形は異なりますけれども、この近年の傾向を引き続

き維持しているというような状況でございます。 

 私からの御説明は以上でございます。ありがとうございます。 

○本橋地域放送推進室長 では続きまして、最後に、有線テレビ放送事業者の

収支状況について御説明をさせていただきます。地域放送推進室の本橋です。

よろしくお願いします。 

 資料の１０ページを御覧ください。３、（１）、アの総括表は、有線テレビジ

ョン放送事業者２７３社の収支を合算した状況になります。なお注１のとおり、

本集計は営利法人に限ります。また、一部事業者を除いたものとなってござい

ます。ケーブルテレビ事業者の場合は、その多くはインターネットといった通

信事業なども行っており、それらを含めた全事業の総額と、その内訳としての

ケーブルテレビ事業の収支状況となってございます。 

 まず、全事業の総額ですが、営業収益約１.７兆円、営業費用約１.５兆円、

営業損益約１,９００億円で、昨年と比べてほぼ横ばいとなってございます。そ

のうちケーブルテレビ事業につきましては、営業収益が約４,８００億、営業費

用が約４,４００億、営業利益約３８０億円となってございます。 

 収支状況の推移については、一番下にあります（２）のケーブルテレビ事業
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の収支状況の推移を御覧いただけると分かりやすいのですが、ケーブルテレビ

事業の営業収益は５,０００億円前後となっておりまして、若干の減少傾向で

推移してございます。営業利益についても少々上下しますが、若干の減少傾向

となってございます。黒字事業者の割合については、真ん中のグラフ、イにあ

りますとおり、９割弱の事業者が単年度黒字を計上してございます。 

 説明は以上でございます。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、御質問、御意見等よろしくお願いいたします。大久保会長代理、

いかがでしょうか。 

○大久保代理 大久保です。御説明ありがとうございました。今の御説明にあ

ったとおり、地上基幹放送や衛星系の放送というところでいくと、トレンドを

どう考えていくかということで、ベースとして、人口減少なり、インターネッ

トの普及なり、特に若者の放送離れもあると思います。今後、ある程度まだ財

務基盤がしっかりしているところで、中長期的な方向性について、引き続き御

検討いただければと思います。 

 以上です。 

○笹瀬会長 何かコメントございますでしょうか。 

○坂入地上放送課長 地上放送課でございます。先生、コメントどうもありが

とうございました。 

 おっしゃられるとおり、放送を取り巻く環境は変化しておりまして、民間放

送事業者の経営状況は年々厳しさを増しているというふうに認識しております。

総務省といたしましても、経営の選択肢を拡大するような制度的措置というの

を講じているところでございますけれども、引き続き放送事業者によるこうし

た仕組みの活用に向けて、検討や取組を促進してまいりたいと考えております。

どうもありがとうございます。 
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○笹瀬会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、長田委員、いかがでしょうか。 

○長田委員 長田です。ありがとうございます。放送事業者の皆さんが、それ

ぞれ様々な自主基準を基に放送され、そして広告なども、ただ野放しに入って

いるわけではなく、それぞれの基準を基にして出していらっしゃるということ

で、視聴者からすると非常に信頼ができる内容になっているというふうに私は

思っています。ですので、インターネット上の様々な情報を受け取ることや、

様々なコンテンツを受け取るということもちろんできるわけですけれども、や

っぱり放送事業者が責任を持って発信しているものに対しての信頼というもの

をきちんと認識できるような形の応援をしていきたいなというふうに思ってい

るところです。 

 以上です。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、林委員、いかがでしょうか。 

○林委員 ありがとうございます。地上基幹放送事業者の収支状況について私

もお聞きしたいんですけれども、放送を取り巻く環境については、先ほど、大

久保会長代理がおっしゃったとおりですけれども、それと併せて個々のローカ

ル局の売上げの大小、あるいは増減についてなんですけれども、この点、個社

の努力はもちろんあろうかと思うんですけれども、やはりそれより大きいのは、

どの系列に属しているか、具体的には、キー局のゴールデンタイム、プライム

タイムの視聴率に大きく左右されるという宿命を持っているというふうに私は

思っています。一般には、例えばスポットＣＭの売上げの粗利が大きいとされ

ていますので、利益に対する影響も多い部分ですけれども、スポットＣＭを販

売する際には、１本何円じゃなくて、視聴率１％何円でセールスしますので、

視聴率が高いと自然と売上げも向上すると、こういうメカニズムになっている
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と私は理解しています。 

 ですので、ゴールデンタイム、あるいはプライムタイムにおいて、キー局制

作の番組に大きく依存しているローカル局は、独自に売上げを伸ばそうとして

も、個社の経営努力というのはおのずと限界があるのかなというふうにずっと

思っていまして、そういうことを踏まえますと、この状況が劇的に改善するこ

とは今後見込めないのではないかというふうに思います。 

 ですので、総務省におかれましても、既にいろいろ手を打っていただいてい

るわけですけれども、さらに経営の自由度を高めるための政策、あるいは放送

がサステーナブルとなるための政策を一層進めていただきたいなというふうに

思っているところであります。 

 以上です。 

○笹瀬会長 ありがとうございます。 

 何かコメントございますか。 

○坂入地上放送課長 地上放送課、坂入でございます。林先生、コメントどう

もありがとうございました。 

 先ほどの大久保先生からのお話と重複するところあるかもしれませんけれど

も、おっしゃられるとおり、ローカル局の経営が特に厳しいという状況にある

ところは我々も承知をしているところでございます。こうした状況に対応する

ために、総務省といたしましては、各事業者の経営の選択肢を拡大するための

制度的措置を講じていたところでございまして、引き続きこうした措置が活用

いただけるように、我々としても放送事業者の検討や取組を後押ししてまいり

たいと考えているところでございます。 

 以上です。 

○笹瀬会長 林先生、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

○林委員 ありがとうございました。 
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○笹瀬会長 どうもありがとうございます。 

 私から１点、最後の有線テレビ、ケーブルテレビ、この事業に関して、ケー

ブル事業のテレビそのものの事業はかなり少ないんですけれども、この全事業

の総額の中には、インターネット事業に関する売上げが入っていると思います

が、そこの中で、インターネットにおける広告の収入もかなり入っていると理

解してよろしいでしょうか。 

○本橋地域放送推進室長 御質問ありがとうございます。インターネットの広

告の収入でございますか。 

○笹瀬会長 はい。参考資料の６ページのところでいくと、インターネットに

おける広告収入が３兆円とかなり大きいわけですけれども、これはインターネ

ットそのものにつなぐだけではなくて、実際家庭から見ると、通信事業者なり、

もしくはケーブル事業者のネットワークを使ってインターネットに接続してい

るわけで、そういう面でいうと、インターネット収益広告費用は、一部は当然

そのケーブル事業者の収入となっているわけですよね。そうじゃないんですか。 

○本橋地域放送推進室長 ここで言っているインターネット収入は、月額利用

料での収入という感じです。インターネット接続サービスを提供しておりまし

て、そこで利用のお客様から、インターネットの利用料として月額の収入をい

ただいております。ケーブル各社が何かしらの広告をネット上で出してという

ことであれば、そういう収入もカウントされているかもしれませんが、ここで

メインで申し上げているインターネットの収入等は月額利用料、電気通信事業、

そちらのほうでの事業収入ということで計上させていただいております。 

○笹瀬会長 分かりました。どうもありがとうございました。 

 というのはこの前、ＢＳとＣＳで、衛星放送の宣伝というか、物品販売のよ

うなものがかなり増えているので、そういうものに関しては多分そこで見た人

がインターネットにつなげるというのでかなり数が高いと思いますが、ここで
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はインターネットに対して広告、そこの月額で登録している方のお金という理

解でよろしいですね。 

○本橋地域放送推進室長 はい。ここで言うケーブルテレビのインターネット

は、電気通信事業者としての、通信事業としての収入として計上させていただ

いておりますので、先ほどそう申し上げた、お客様が例えば１００メガのイン

ターネットとかいったときに月額の利用料をお支払いになるんですが、それを

収入としてカウントしてございます。 

○笹瀬会長 分かりました。どうもありがとうございました。 

 ほかに御意見、御質問ございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、以上で報告事項を終わりたいと思います。どうもありがとうござ

いました。 

 以上で、情報流通行政局の議事を終了いたします。職員の方、退室よろしく

お願いします。 

 

（情報流通行政局職員退室） 

 

閉    会 

 

○笹瀬会長 どうもありがとうございます。それでは、本日はこれにて終了い

たしたいと思います。 

 次回の定例会の開催は、令和６年１０月１８日金曜日の午前１０時からウェ

ブ開催と予定しております。よろしいでしょうか。 

 ほかに事務局から何か連絡事項ございますでしょうか。 

○松田幹事 会長から御案内あったとおり、次回の開催は１０月１８日、１０

時からになっておりますので、御参加よろしくお願いいたします。 
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 以上です。 

○笹瀬会長 １１月２１日は、総務省でのリアル開催ということで、よろしく

お願いします。よろしいですよね。 

○松田幹事 よろしくお願いいたします。 

○笹瀬会長 それでは、本日の審議会はこれにて閉会といたします。どうもあ

りがとうございました。 

 

 


